
 郡山市介護施設開設準備経費補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、本市において介護施設を新規開設又は増床する者に対し、その新規開設又は増床の準備に要する経費を対象に予算の

範囲内で交付する補助金（以下「補助金」という。）について、郡山市補助金等の交付に関する規則（昭和48年郡山市規則第18号。以下

「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （補助の対象） 

第２条 補助の対象となる介護施設は、次の各号のいずれかに該当する施設とする。   

 (1) 老人福祉法（昭和38年法律第 133 号）第20条の５に規定する特別養護老人ホームで定員が29人以下のもの（併設される同法第 20 条

の３に規定する老人短期入所施設（以下「ショートステイ」という 。） 用居室を含む 。）  

 (2) 介護保険法（平成９年法律第 123 号）第８条第15項に規定する定期巡回・随時対応型訪問介護看護を行う事業所（以下「定期巡回・

随時対応型訪問介護看護事業所」という。） 

 (3) 介護保険法第８条第19項に規定する小規模多機能型居宅介護を行う事業所（以下「小規模多機能型居宅介護事業所」という。） 

(4) 介護保険法第８条第20項に規定する認知症対応型共同生活介護を行う事業所（以下「認知症対応型共同生活介護事業所」という。） 

(5) 介護保険法第８条第23項に規定する複合型サービスを行う事業所（以下「看護小規模多機能型居宅介護事業所」という。） 

(6) 介護保険法第８条第28項に規定する介護老人保健施設で定員が29人以下のもの 

（補助対象経費） 

第３条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、前条各号に定める施設の新規開設又は増床に伴う開設の準備（開設前

６か月間の期間に係るものに限る。）に必要な経費で、別表の第４欄に定めるものとする。 

 （補助金の額） 

第４条 補助金の額は、別表の第１欄に定める施設等ごとに、第２欄に定める補助基礎単価に第３欄に定める単位の数を乗じて得た額と第

４欄に定める対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額とする。ただし、 1,000 円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるも

のとする。 

（交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者は、補助対象経費に係る施設の新規開設又は増床の準備の着手前に郡山市介護施設開設準備経費

補助金交付申請書（第１号様式）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。  

(1) 事業計画書（第２号様式） 



(2) 収支予算書 

(3) その他市長が必要と認めて指示する書類 

２ 補助金の交付を受けようとする者は、前項の交付申請をするに当たって、当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額

（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和63年法律第 108 号）の規定により仕入れに係る消

費税額として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和25年法律第 226 号）の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額

との合計額に補助率を乗じて得た額をいう。以下「消費税等仕入控除税額」という 。） があり、かつ、その金額が明らかな場合には、こ

れを減額して申請しなければならない。ただし、申請時において当該消費税等仕入控除税額が明らかでない場合については、この限りで

ない。 

（変更等の承認申請） 

第６条 補助事業者等が、規則第６条第１項第１号又は第２号の承認を受けようとするときは、郡山市介護施設開設準備経費補助金変更承

認申請書（第３号様式）を市長に提出しなければならない。 

（交付の条件） 

第７条 規則第６条第１項第４号に規定するその他必要と認める条件は、次に掲げるとおりとする。  

 (1) 補助金を目的外に使用しないこと。 

 (2) 補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び証拠書類を整備し、当該補助事業が完了した日の属する年度の翌年度から起算

して５年間保存しなければならない。 

（状況報告） 

第８条 補助事業者等は、規則第12条の規定により市長の求めに応じて補助事業等の実施状況について補助事業状況報告書（第４号様式）

を市長に提出しなければならない。 

 （実績報告） 

第９条 補助事業者等は、補助事業が完了したとき（補助事業の廃止の承認を受けたときを含む。）は、速やかに、郡山市介護施設開設準備

経費補助金実績報告書（第５号様式）に次の書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

 (1) 収支決算書 

 (2) その他市長が必要と認めて指示する書類 

２ 前項の実績報告を行うに当たって、第５条第２項ただし書の規定により交付額を算出した場合において、補助金に係る消費税等仕入控

除税額が明らかな場合には、当該消費税等仕入控除税額を減額して報告しなければならない。 

 （補助金の額の確定等） 



第10条 市長は前条第１項の規定による実績報告を受けた場合は、これを審査し、事業の実施結果が補助金の交付決定内容及びこれに付し

た条件に適合すると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、速やかに規則第15条に規定する補助金等交付額確定通知書により当

該補助事業者等に通知するものとする。ただし、確定額が交付決定額と同額である場合は、当該通知を省略するものとする。 

（交付方法） 

第11条 補助金は、補助事業の完了後に交付するものとする。ただし、市長が必要があると認めたときは、その全部又は一部を概算払の方

法により交付することができる。 

 （消費税等仕入控除税額の確定） 

第12条 補助事業者等は、補助事業の完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定した場合に

は、消費税仕入控除税額報告書（第６号様式）により、速やかに市長に報告しなければならない。  

  ただし、補助金の交付を受けた補助事業者等が全国的に事業を展開する組織の一支部（一支社、一支所等を含む 。） であって自ら消費

税及び地方消費税の申告を行わず、本部（本社、本所等を含む。以下この項において同じ 。） で消費税及び地方消費税の申告を行ってい

る場合は、本部の課税売上割合等の申告内容に基づき報告しなければならない。 

２ 市長は、前項に規定する報告があった場合には、補助事業者等に当該消費税等仕入控除税額の全部又は一部の返還を命ずるものとす

る。ただし、補助対象経費が当該消費税等仕入控除税額に前条の確定額を加えた額に比して多額であると認められる場合は、この限りで

ない。 

３ 前項の規定にかかわらず、当該補助金の全部又は一部が国又は県が交付した補助金等に係るものである場合において、当該消費税仕入

控除税額について国又は県の別の定めがあるときは、その定めるところによるものとする。 

（財産処分の制限） 

第13条 規則第20条の規定により処分の制限を受ける財産は、その取得価格又は効用の増加価格が30万円以上のものとする。 

２ 規則第20条ただし書に規定する市長が定める期間は、補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分制限期間（平成20年厚

生労働省告示第 384 号）に規定する期間が経過した日までとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、当該財産の全部又は一部が国又は県が交付した補助金等に係るものである場合において、当該補助金等に

ついて国又は県の別の定めがあるときは、その定めるところによるものとする。 

４ 市長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の全部又は一部を市に納付させることがある。 

 

 （その他） 

第14条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 



 

附 則 

この要綱は、平成22年９月14日から施行し、同年４月１日以後に実施された補助事業について適用する。 

  附 則 

この要綱は、平成24年１月４日から施行し、同年１月４日以後に実施された補助事業について適用する。 

  附 則 

この要綱は、平成26年９月18日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成26年10月23日から施行し、同年４月１日以後に実施された補助事業について適用する。 

 附 則 

この要綱は、平成27年10月30日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、平成28年 4 月18日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成30年10月24日から施行し、同年４月１日以後に決定された補助事業について適用する。 

附 則 

この要綱は、令和元年10月４日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年10月４日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年12月25日から施行する。 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行し、令和７年４月１日以後に決定された補助事業について適用する。 

 

 

 



別表（第３条、第４条関係） 

１ 区分 ２ 補助基礎単価 ３  単価 ４ 補助対象経費 

・介護老人保健施設（定員２９人以

下） 

1,036,000 円 定員数 

（小規模多機能

型居宅介護事業

所及び看護小規

模多機能型居宅

介護事業所にあ

っては、宿泊定

員とする 。）  

 

(1) 開設前の訓練等のための看護師若しくは准看護師

又は介護職員の雇用経費 

(2) 地域住民の施設運営に対する理解を深めるための

連絡会等の開催に要する経費、利用希望者及び家族

への施設の概要、処遇内容等の説明に要する経費そ

の他の普及啓発経費 

(3) 広報誌発行費、募集説明会の開催に要する経費そ

の他の職員の募集経費 

(4) 会計処理、労務管理、開設届出書類作成等のため

の相談、診断、指導等に要する経費 

(5) その他需用費、使用料及び賃借料、備品の購入費

及び設置費、報酬、給料、手当、共済費、賃金、旅

費、役務費、委託料等の開設の準備に必要な経費 

・特別養護老人ホーム（定員２９人以

下）及び併設されるショートステイ用

居室を含む。 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

・認知症対応型共同生活介護事業所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

・特定施設入居者生活介護（定員２９

人以下） 

※かつ、有料老人ホーム、サービス付

き高齢者向け住宅又はケアハウスのい

ずれかに該当すること。 

 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業所 

 

17,400,000円 施設数 

  



第１号様式（第５条関係） 

 

         郡山市介護施設開設準備経費補助金交付申請書  

  

                                   年  月  日 

  郡  山  市  長 

                 

                         住所又は所在地 

                

氏名又は団体名 

及 び 代 表 者 名          ㊞ 

 

 

      年度において、郡山市介護施設開設準備経費補助金の交付を受けたいので、郡山市  

介護施設開設準備経費補助金交付要綱第５条の規定により、下記の関係書類を添えて申請しま

す。 

 

                   記 

 

 １ 申 請 額           円 

 

 ２ 事業計画書（第２号様式） 

 

 ３ 収支予算書（別紙のとおり） 

 

 ４ その他関係する書類（別紙のとおり） 

 

 

申  請  者  



第２号様式（第５条関係） 

 

               事 業 計 画 書 

 

                                   年  月  日 

 

  

 対象施設の概要 

   

１ 施設の名称及び所在地 

 

 

２ 施設の種類 

 

 

   ３ 事業の目的及び効果 

 

 

 

   ４ 設置主体及び経営主体 

 

 

   ５ 開設（増床）予定年月日 

 

 

６ 準備期間 

 

 

７ 入所（利用）定員 



第３号様式（第６条関係） 

 

        郡山市介護施設開設準備経費補助金変更承認申請書           

 

                                   年  月  日 

 

郡 山 市 長 

 

                   住所又は所在地 

 

氏名又は団体名 

及 び 代 表 者 名          ㊞ 

 

 

 年 月 日付け  第   号で交付決定を受けた  年度郡山市介護施設開設準備

経費補助金について、下記のとおり変更したいので、郡山市介護施設開設準備経費補助金交付要

綱第６条の規定により、その承認を申請します。 

  

施 設 の 種 類 
 

補 助 金 等 の 額 

既に通知

を受けて

い る 額 

        円 
変更後の

見 積 額 
         円 

変 更 の 理 由 

 

変 更 の 内 容 
 

添 付 書 類 
 

摘 要 
 

 

申  請  者  



第４号様式（第８条関係） 

 

            補 助 事 業 状 況 報 告 書 

 

                                    年  月  日 

 

郡 山 市 長  

 

住所又は所在地 

 

氏名又は団体名 

及 び 代 表 者 名          ㊞ 

 

 

     年 月 日付け  第   号で交付決定を受けた    年度郡山市介護施設開設 

 準備経費補助金に関する補助事業等の実施状況について、郡山市介護施設開設準備経費補助金 

交付要綱第８条の規定により、下記のとおり報告します。 

 

施設の種類   施設の名称   設置主体   

建物の構造及び

面積  

構造  

 

 

建築面積  

 

㎡ 

延床面積  

 

㎡ 

工事費合計  
     

円 

直営・委託   

契約年月日   

着工年月日   

完成予定年月日   

備  考  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

申  請  者  



第５号様式（第９条関係） 

 

郡山市介護施設開設準備経費補助金実績報告書 

 

                                    年  月  日 

 

郡 山 市 長 

 

住所又は所在地 

 

                     氏名又は団体名 

                     及 び 代 表 者 名           ㊞ 

                  

 

  年  月  日付け  第  号で交付決定を受けた    年度郡山市介護施設 

開設準備経費補助金交付要綱第９条の規定により、関係書類を添えて提出します。 

 

                   記 

 

１ 施設の種類 

 

 

２ 精算額内訳（別紙収支決算書のとおり） 

 

申  請  者  



第６号様式（第12条関係） 

 

消費税及び地方消費税に係る仕入れ控除税額報告書 

 

                                    年  月  日 

 

郡 山 市 長 

 

住所又は所在地 

 

                     氏名又は団体名 

                     及 び 代 表 者 名           ㊞ 

                  

 

     年  月  日付け  第  号で交付決定を受けた    年度郡山市介護施設開

設準備経費補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入れ控除税額について、郡山市介護

施設開設準備経費補助金交付要綱第 12 条の規定により、下記のとおり報告します。 

 

                   記 

 

１ 施設の種類及び名称 

 

 

２ 補助金確定額 

 

 

３ 補助対象経費 

 

 

４ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入れ控除税額  

 

 

５  添付書類 

４の消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の積算内訳等  

 

 

申  請  者  


